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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要　　旨
　在院日数短縮に伴い、早期より退院計画を立案し、医療スタッフ、患者家族が共有することで、よ
り円滑、かつ満足度の高い退院援助が求められている。そこで医療相談室では、従来行ってきた医療
スタッフからの「依頼型」による介入方法から、アウトリーチの手法を基にした「ハイリスクスクリー
ニング」を導入した。アウトリーチとは、ソーシャルワーカーによる自主的介入のことであるが、こ
こでは便宜的に自主的介入と代替し、その効果を検討した。
　導入の結果、患者家族、医療スタッフ各々に早期からの退院計画への対応に変化が見られ、その有
効性が確認された。この実践を継続し、退院援助を行なうことが重要である。
　　　　　　　　　はじめに
　当院の医療相談室は、16年4月よりソーシャルワ
ーカーが増員され2名体制となり、平成17年5月か
らは医療技術部門に属している。ソーシャルワーカ
ーが1名配置の時には、介入する援助対象者数を制
限せざるを得なかったが、増員に伴い対象者の拡大
が可能となった。ソーシャルワーカーの自主的介入
に基づいたハイリスクスクリーニング導入の取り組
みにより、ニーズの発掘、早期介入が可能となり、
退院援助において一定の効果が見られたため報告す
る。
　　　　　現状分析1・医療相談室
医療相談室では以前から経済的問題と並び退院援
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　　グラフ2　退院援助の割合
＋割合
助が大きな割合を占めていたが、急性期としての機
能特化が進むにつれ、さらに退院援助の割合が拡大
しており（グラフ1、グラフ2）、効果的な介入方
法の確立が必要であった。
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　グラフ1　年間の相談件数
　　　　　　　現状分析2・病棟
　入院患者の年齢では、他科と比較し、呼吸器科の
高齢化率が高い（グラフ3）。在院日数では、病院
全体の平均在院日数12日台と比較し、血液膠原病科、
糖尿代謝科、呼吸器科が20日台と長い（グラフ4）。
高齢者がサービスを利用する際に必須の介護保険は、
認定に1ヶ月の時間を要するが、認定結果を待つた
めだけに入院を継続することは困難である。準備の
遅れが、在院日数長期化の一要因と考えられ、治療
終了にあわせた退院準備が必要とされていた。
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入院患者の中で65歳以上が占める割合
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グラフ5　診療科別の平均在院日数
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＊方法
①　前日の入退院一覧より、ソーシャルワーカー
　　が対象者をピックアップする。
②3日以内にアセスメントし、自立度判定でJ
　　1以外の患者家族と面接を実施する。
③アセスメントの内容と今後の治療方針に応じ、
　　要介護認定の申請を含め、退院援助を行うかど
　　うかを判断する。
④　専用データベースにて管理する（図1）。
　　自立判定J1の場合は「自立につき面接不要」
　　と記載する。J2以上の場合は、面接内容と今
　　後の方針を記載し、病棟へ提出する。データベ
　　ースとしての機能充実を図り、コード化した援
　　助内容や結果も入力する。
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　　　　　　　　　結　　果
　スクリーニング対象者は611人、月平均は41人。
　アセスメント前に退院した患者は13％。自立、も
しくは疾病による一時的な低下と判断し、アセスメ
ントのみだった群は55％。面接の結果、援助が不要
と判断した群は18％、実際に何らかの援助を実施し
た群は13％である。
　援助の内容は、要介護認定の申請（2％）、在宅サ
ービス調整（5％）、転院相談（5％）、施設入所相談
（1％）である。このうち、在宅サービス調整、転院
相談が各々全体の5％と一定の割合を占めている。
　　　　　　　　　目　　的
　ソーシャルワーカーが自主的に早期介入し、患者
家族のニーズを発掘することにより、不安軽減と自
立促進、及び、適正な入院期間の維持に貢献する。
ここでいう適正な入院期間とは、治療終了にあわせ
て退院が可能であり、かつ、患者家族の退院後の生
活が確立されることと考える。
　　　　　　　　　方　　法
＊対象者のスクリーニング基準
①　呼吸器科もしくは血液膠原病科の入院患者
②　65歳以上
③日常生活自立度（寝たきり度）判定基準がJ
　　　1以外
＊期間：平成16年7月から平成17年9月
　　　　　導入前後の比較・事例から
事例1：導入前は要支援から要介護1レベルの患者
　はソーシャルワーカーへの介入依頼が遅れ、短期
　間での準備が患者家族の：負担となっていた。導入
　後は入院早期にソーシャルワーカーが社会資源に
　ついての情報提供を行うことにより、患者家族が
　自ら判断し、計画性を持って相談室を利用するよ
　うになった。
事例2：導入前は退院準備を始めるのが遅く、結果
　として退院日が延期になっていた。導入後は退院
　前に認定結果がわかり、退院日の遅れが減少し、
　併設老健ショートステイを経由して自宅に退院す
　るなど、サービスの利用の幅が広がった。
事例3：化学療法のために入退院を繰り返す患者は、
　徐々に身体機能が低下しながらも見過ごされがち
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介護保険ハイリスクスクリーニング記録シート
患者1D 患者氏名 才 要介護度
入院日 平成　年　月　日 担当医 Dr チーム 担当SW
介入時期 治療目的にて即対応　　　　　検査終了時期　　月　　日頃に確認
生活状況
〈アセズメント内容〉，
〈結果と今後〉
〈病棟へのお願い〉
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だった。導入後は入院のたびに面接を重ねること
により、身体機能が低下したとき、患者自ら援助
を求めるようになった。
　　　　　　　　　考　　察
　従来、退院援助におけるソーシャルワーカーの介
入は、医療職からの「依頼型」が中心だった。医療
スタッフの経験値に基づいたスクリーニングにより、
高い医療ニーズなど明らかなハイリスク事例は、お
おむねソーシャルワーカーが介入してきた。しかし
ながら要支援から要介護1レベルの患者は見落とさ
れがちな傾向にあり、退院直前に患者家族から不安
の訴えが出ることも少なくなかった。今回の結果か
ら、全体の1割以上、面接した患者の4割以上に対
して退院援助を行っており、ソーシャルワーカーに
よる援助を必要としている、潜在的なニーズを持つ
患者家族の存在が改めて明らかになった。
　医療スタッフへの効果としては、ソーシャルワー
カーの代弁により、患者家族と医療スタッフの課題
の共有化が促進されている。ソーシャルワーカーの
介入が、チーム形成の契機になっていると言えるだ
ろう。現在は病棟にもこの取り組みが浸透し、入院
早々医療スタッフから連絡が入るまでに意識の変容
が見られている。
　一方、患者家族への効果としては、課題の明確化、
社会資源についての適切な情報提供、退院計画の提
示などの早期実施により、時間的、精神的にゆとり
のある中で退院後の生活イメージを形成することが
可能となっている。また、課題を自覚することによ
り、患者家族の行動力、対処能力が促され、ソーシ
ャルワーカーを社会資源の一つとして活用し、退院
準備に前向きに取り組む姿が見られた。
　現在は退院直前の介入依頼はなくなったが、治療
終了と同時に退院を迎えるわけではなく、退院準備
に要する時間差は存在している。ただし、そこに至
る援助プロセスや、退院日の決定に関するチームの
コンセンサスの内容が以前とは変化しており、課題
の早期発見が、その後の退院計画の実施に有効に働
いていると言える。
　　　　　　　　　結　　論
ソーシャルワーカーによるハイリスクスクリーニン
グと自主的な早期介入は、医療スタッフと患者家族
における早期からの退院計画の共有を可能とした。
同時に、適正な入院期間の維持と、患者家族の生活
の確立、これらのいずれかが優先されるのではく、
この2つの目的を両立させる手段としても有効であ
る。
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